
報道関係各位  令和７年５月２９日 

一般社団法人 日本木造住宅産業協会 

会長 市川 晃 

本日は、令和７年度 一般社団法人 日本木造住宅産業協会 定時総会記者発表に記者の皆様のご

参集を賜り、誠に有り難うございます。当協会は、本年４月で設立３９年目となりました。これも

長きにわたり会員の皆様、並びに関係各位が協会の活動にご協力、ご尽力いただいた賜物であり、

この場をお借りして厚く御礼申し上げます。 

さて、世界を見渡しますと、米国政府の関税政策の影響や各地で続く国際紛争などにより、世

界経済の先行きには不透明感が漂っています。 

国内については、インバウンドの増加もあり全般的な経済活動は活発化が期待されますが、人

手不足や資材等の物価上昇、金利上昇圧力、さらには関税や株価・為替の乱高下なども加わり、住

宅業界を取り巻く環境は厳しい状況にあります。加えて、この４月から省エネ基準への適合義務

化や４号特例の見直しが実施され、会員の皆様も対応に追われているものと思います。 

日本は高齢社会・人口減少社会を迎え、昨年一年間の新築住宅着工戸数は８０万戸を切る水準

まで減少し、住宅業界は、新築に加え、建替えを含めた既存ストックの新陳代謝が本格化する時

代となっています。特に、昨年元旦の能登半島地震をはじめ各地で地震が続く中、旧基準による

木造住宅の耐震化を急ぐとともに、断熱性能向上、バリアフリー化についても対応を進めていか

ねばなりません。 

住宅政策においては、子育て世帯等への支援とカーボンニュートラル実現への動きを加速化す

る「子育てグリーン住宅支援事業」がスタートいたしました。新たに「賃貸住宅」を支援対象に加

えるとともに、ZEH 水準を大きく上回る「GX 志向型住宅」への強力な支援が盛り込まれており、
省エネ性能の高い住宅ストックの充実に向けて、積極的な活用に取り組んでいきたいと思います。 

脱炭素社会の実現に向けては、持続可能な資源である木材を活用する木造の住宅・建築物への

期待は大きく、環境貢献のみならず、地域経済の活性化や、さらには木の特性による心身の健康

への好影響も期待されます。４月１３日に開幕した大阪・関西万博の「大屋根リング」は、ギネス

が世界最大の木造建築物と認定しており、多くの方々に木造建築物への理解と親しみが広がるこ

とを期待します。 

こうしてみると、厳しい環境にある建築業界の中にあっても、木造の住宅や建築物に携わる我々

には追い風が吹いており、当協会への期待も高まってくるものと思います。 

当協会は設立以来、質の高い木造軸組工法の技術開発と普及を進めておりますが、加えて、会

員の皆様への情報発信を強化するとともに、各地域・各支部の会員の皆様のニーズを踏まえ、研

修・セミナーなどの会員サービスを一層充実させ、良質な木造住宅・建築物の提供と健全な住宅
ストック市場づくり、さらには地域の活性化に貢献できるよう努めてまいります。

また、国においては来年春の「住生活基本計画」の見直しに向けた議論が進められており、社会

資本整備審議会（住宅宅地分科会）の場において、当協会が所属する住宅生産団体連合会・政策委

員長の立場から「2050年のあるべき姿とその実現に向けた課題」について説明させていただいて

おります。引き続き議論の動向を注視しつつ、木住協として力を入れていくべき事項を検討して

まいります。 

報道関係各位におかれましては、今後も「木のポテンシャル」を活かした木住協の取組みにご

期待いただくとともに、これまで以上のご支援をお願いいたします。 

（以上） 
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１． 令和７年度事業計画

〇令和７年度事業計画 重要事項

木造の住宅・建築物の性能・品質等の向上を図り、国民の住生活・住環境の向上、木造の住宅・

建築物に係る産業界の発展に寄与するため、技術開発等とともに、会員サービス、地域貢献活動、

支部活動等の充実による木造の住宅・建築物に対する社会の認知度の向上に向けて、以下の項目

について取り組みを進める。

特に、変化の激しい社会経済環境のなかでの会員サービス向上の一環として、各会員の事業の

発展・継続を支援するため、多様な会員ニーズを踏まえた研修企画の一層の充実と、情報発信の

強化を図る。また、本部と支部の連携強化に向けたセミナー等の合同開催や意見交換の機会の充

実を図るとともに、ＤＸなどの新たな分野での会員支援のあり方を検討する。

１．災害対応の強化等を通じた地域貢献

令和６年能登半島地震への対応を踏まえた木造応急仮設住宅の速やかな建設に向けた体制

の再構築と準備作業の加速、都道府県との災害協定の締結推進、そのための本部・支部および

地方公共団体との連携強化など。

２．広報活動の推進による認知度向上

住宅・建築行政に関する情報収集と会員への迅速な情報提供、各事業活動のニュースリリー

ス、作文コンクールの実施、会員に役立つ協会ホームページの充実、ＳＮＳを活用した情報発

信の試行、機関誌「木芽」のリニューアルに向けた検討など。

３．木造住宅・建築物の普及促進

脱炭素･循環型社会の実現に向けた木造中大規模建築物や耐火･準耐火の建築物・住宅の普及

のための技術開発と講習等による普及、省エネ関連の木住協仕様の整備、非住宅木造建築物に

取り組む会員への支援強化に向けた検討など。

４．良質な資材の普及と木造化・木質化の推進

「国産材利用実態調査」の詳細分析の実施、「木造戸建住宅の炭素貯蔵量表示ツール」や関

係団体と共に構築した「国産木材活用住宅ラベル表示制度」など木の良さを訴求するツールの

充実・普及、一種会員と二種会員の情報交換の機会の充実、テーマに応じた良質な資材の情報

発信と普及促進など。

５．良質な住宅ストックの形成とリフォームの推進

「資産価値のある高耐久住宅」の研究成果を踏まえた耐久性向上に向けた情報発信、ＺＥＨ

等の省エネルギー性能に優れた住宅の普及、新築・既存住宅の省エネ性能・耐震性能等の向上

に資する長期優良住宅・安心Ｒ住宅等の取組み、消費者に向けたわかりやすい情報発信ツール

の開発など。

６．人材育成の推進

技能者不足への対策の強化、講習会・セミナー等の受講環境の改善、「木造家屋解体工事の

安全管理のポイント」の改訂と普及、木造ハウジングコーディネーター資格認定制度の充実・

普及、住宅関連施策（税制・規制・助成等）・省エネ基準・スピードスケッチ・木造基礎知識

等の講習の充実など。

７．「木優住宅」等の推進による住宅の品質向上

「木優住宅」の普及と業務効率の向上のための役割分担の見直し、「木造住宅検査員制度」

の推進、「木住協工事総合保険」及び「木住協業務災害補償制度」の普及、長期保証制度や新

たな保険商品の積極的な普及など。

８．ＤＸによる業務の効率化と会員支援の充実

大臣認定書の発行の電子化、ＩＴ環境の整備とＩＴ対応人材の育成、会員のＤＸへの支援策

の検討など。

９．会員企業の事業推進に資する国・関係機関等への提言・要望 
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２． 会員の状況 

３．令和６年度事業活動についての報告 

○技術開発委員会

１．事業活動項目 

（１）木造軸組工法住宅・建築物の総合技術向上の研究 

（２）建築基準法その他関係法令の改正に伴う技術成果物の改訂 

（３）関連団体、木住協支部支援等の活動 

２．事業計画テーマ 

（１）木造軸組工法による耐火構造等の研究

（２）木造軸組工法による省令準耐火構造（木住協仕様）の普及

（３）中大規模木造建築の検討 

（４）木造住宅の長寿命化のための改修成功事例集の充実

（５）法令改正、関連基準整備等への対応

（６）関連団体等の外部委員会等への参画及び支部活動支援

３．具体的進捗状況

（１）木造軸組工法による耐火構造等の研究

・木造軸組工法による耐火構造・準耐火構造等の開発を目的とした「木造防耐火性能研究ワー

キンググループ」を５回開催した。

・耐火構造・準耐火構造等の開発においては、防火区画等の貫通部（給水管、配電管、その他

の管）に関し、建築基準法施行令や告示により整理されているが、一方で可燃性の保温材を

巻いた鋼管（給水管）や一定の径の大きな排水管は、規定されていないことから、現場で用

いられる貫通部の仕様について実験により検討した。

・小屋はりの下端部を「現わし」とする３０分間耐火構造の屋根の大臣認定を令和６年６月３

日に取得した。

会員の種類 
令和６年 

４月１日 

入退会状況 令和７年 

３月３１日 入会 退会 増△減 

１種Ａ正会員 １１２ 社 ３ 社 △４ 社 △１ 社 １１１ 社 

１種Ｂ正会員 ２８５ 社 １３ 社 △１３ 社 ０ 社 ２８５ 社 

１種Ｃ正会員 ８４ 社 ５ 社 △３ 社 ２ 社 ８６ 社 

２種Ａ正会員 ３３ 社 ０ 社 ０ 社 ０ 社 ３３ 社 

２種Ｂ正会員 ３６ 社 ０ 社 △２ 社 △２ 社 ３４ 社 

３種正会員 ３５ 社 ３ 社 △６ 社 △３ 社 ３２ 社 

計 ５８５ 社 ２４ 社 △２８ 社 △４ 社 ５８１ 社 

賛 助 会 員 ６８ 社 ５ 社 △１ 社 ４ 社 ７２ 社 

合  計 ６５３ 社 ２９ 社 △２９ 社 ０ 社 ６５３ 社 

3



・「耐火建築物設計マニュアル」については、国立研究開発法人建築研究所の監修を取得し「耐

火建築物設計マニュアル第８版（本編）」として改定し、併せて、「１時間耐火構造（資料

編①）」、「耐火構造大臣認定書（写し）（１時間耐火構造）」並びに「講習会修了者のた

めの木造軸組工法による耐火建築物の設計・施工の手引き」を改定した。

・木造軸組工法による耐火建築物の実例を追加募集し、「耐火建築物実例集」として取りまと

め、令和７年１月にホームページに公開した。（累計４５件を掲載）

・「木造軸組工法による耐火建築物設計マニュアル」（１時間耐火構造）講習会を東京、大阪、

名古屋、金沢にて合計１７回（内５回はＺｏｏｍによるＷｅｂ講習を同時開催）開催した。

令和６年度の受講修了登録者は合計５００名。（累計受講修了登録者数は１２，０３２名）

・「木造軸組工法による耐火建築物設計マニュアル」（２時間耐火構造）講習会をＷｅｂ講習

方式にて合計６回開催した。令和６年度の受講修了登録者は合計１７名。（累計受講修了登

録者数は４１４名）

・令和６年度の「木造耐火大臣認定書」（写し）（１時間耐火構造）の発行件数は２９５件で

あった。（累計発行件数は４，８８９件）２時間耐火構造の大臣認定書（写し）の発行件数

は０件であった。（累計発行件数は５件）

・「木造の可能性＜木造による耐火建築物・中大規模建築物＞」講演会を東京、大阪、名古屋、

金沢にて合計１１回開催した。令和６年度の受講者は合計５５名。

（２）木造軸組工法による省令準耐火構造（木住協仕様）の普及

・令和６年３月の住宅金融支援機構承認特記仕様書（５２０－７）を受けて、「木造軸組工法

による省令準耐火構造の住宅 特記仕様書（木住協仕様）マニュアル」を改訂した。

・「木造軸組工法による省令準耐火構造の住宅 特記仕様書（木住協仕様）」の令和６年度の

頒布数は２０，０５２部であった。（累計頒布数は３９３，５５０部）

・「木造軸組工法による省令準耐火構造の住宅 特記仕様書（木住協仕様）マニュアル」講習

会（研修部主催）を、Ｗｅｂ講習方式にて合計１０回実施した。令和６年度の受講者は合計

５６０名。

（３）中大規模木造建築の検討

・木造軸組工法による高強度な耐力壁や接合金物の開発を目的とする「木造軸組工法による高

強度耐力壁・接合金物の開発」検討委員会を８回開催した。

・高強度耐力壁・接合金物の開発については、令和５年度の相当壁倍率２０倍仕様を改良し、

タイロッド式の面内せん断試験を３体実施、また、柱頭柱脚接合部の引張試験と圧縮試験を

１２体実施し、２０倍改良仕様壁の柱脚固定式面内せん断試験を１体実施した。なお、柱頭

柱脚接合部については、４階建ての１階の耐力壁に２０倍改良仕様の耐力壁で計画可能な引

抜強度を前提とし実験を行った。

・高強度耐力壁・接合金物の開発に係る令和６年度の成果と課題を整理し事業報告書としてま

とめた。

・令和２年３月３１日に取得した「木造軸組工法における木住協仕様耐力壁（高耐力）の耐力

評価」の構造評定の更新を行った。

・「木造軸組工法による高耐力耐力壁（木住協仕様）活用マニュアル」講習会をＷｅｂ講習方

式にて６回開催した。令和６年度の受講登録者は合計４６名。
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（４）木造住宅の長寿命化のための改修成功事例集の充実 

・令和６年度も住宅取得者や会員企業を対象とする改修事例の情報発信を目的に、改修成功実

例を募集した。全６件の応募があり、グッドリフォーム事例集として取りまとめ、当協会  

ホームページにＷｅｂブック形式にて公開した。 

 
（５）法令改正、関連基準整備等への対応 

・令和７年４月、改正建築基準法・建築物省エネ法の施行を踏まえ、関連する以下の講演会を

開催した。 

 

  ＊開催日：令和６年４月１６日 
講 師：桜設計集団一級建築士事務所 代表 安井昇氏 
テーマ：「近年の改正建築基準法の概要」 
受講者：Ｗｅｂ併用で開催し、８０名受講 

 
＊開催日：令和６年１０月１５日 

    講 師：国土交通省 住宅局 参事官付（建築企画担当） 
課長補佐 土佐真二郎氏 
係長   武田高志 氏 

    テーマ：「改正建築基準法及び建築物省エネ法に関する説明会」 
    受講者：Ｗｅｂ併用で開催し、１８７名受講 
 

 ＊開催日：令和６年１１月２９日、１２月２日・５日（計３回開催） 
    講 師：①（一社）日本木造住宅産業協会 技術開発部長    足立朋樹 
        ②旭ファイバーグラス（株）営業支援グループリーダー 池田昌彦氏 
    テーマ：①「改正建築基準法の内容について」 

②「建築物省エネ法に係る改正について」 
    受講者：Ｗｅｂ併用で開催し、１２１名受講 
    

＊開催日：令和７年２月２５日 
    講 師：①（株）インテグラル 取締役    木村良行氏 
        ②断熱建材協議会 断熱材技術委員長 布井洋二氏 
    テーマ：①「壁量等計算から許容応力度計算への移行」 

②「上位の断熱等性能等級への対策」 
    受講者：Ｗｅｂ併用で開催し、３０７名受講 
 
（６）関連団体等の外部委員会等への参画及び支部活動支援 

 ・（公財）日本住宅・木材技術センターの「中規模ビル木造標準モデル事業検討委員会」及び

「工務店等支援体制の構築事業検討委員会」等に参画した。 

 ・（一社）木を活かす建築推進協議会の「非住宅・中大規模木造建築用の高耐力壁及び各部要

素の開発検討（継続）事業」において委員会・WGに参画した。 

 ・独立行政法人住宅金融支援機構の「住宅工事仕様書改正原案作成委員会」の委員会・木造部

会に参画した。 

 ・（一社）日本木造耐火建築協会の「木質耐火部材を用いた木造耐火建築物設計マニュアル   

２０２５」の編集委員会に参画した。 
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・（一社）住宅生産団体連合会の建築規制合理化委員会・ＷＧ、性能向上委員会・ＷＧに参画

し、建築基準法、建築士法や長期優良住宅、性能表示制度等に係る基準緩和、基準整備等の

要望提出を行った。 
・その他、関連団体等の各種委員会等への参画と情報収集を行うとともに、木造軸組工法に係

る基準整備のための提案、要望並びに不利益の排除等を行った。 

 

○生産技術委員会   

１．事業活動項目 

（１） リフォーム関連 

（２） 生産管理関連 

（３） 安全衛生・ＣＳ関連 

（４） 建設副産物関連 

（５） 生産技術に関する情報収集及び情報発信（外部委員会参加を含む） 

 

２. 事業計画テーマ 

（１）リフォーム関連 

・リフォーム関連団体と情報交換・反映 

・リフォーム関係制度の調査・研究 

・木住協既存住宅支援制度の普及・改善 

・既存住宅状況調査技術者講習（新規・更新）実施 

・施工管理チェックポイントマニュアル（リフォーム版）の制作 

（２）生産管理関連 

・登録建築大工基幹技能者講習の普及・促進 

・建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）の普及に向けた取り組みと技能者の処遇改善策の

検討 

・現場の働き方改革に係る熱中症等、現場環境改善の検討・提案 

・「工事監理ガイドラインの解説（木住協版）」のあり方検討 

・将来の技術者不足に対する総合高等学校等へのプレゼン活動検討 

 

（３）安全衛生･ＣＳ関連 

・冊子「電動・エア－工具と脚立安全作業のポイント」のリニュ－アル版作成 

・足場の法改正に係る対応策の検討（リフォ－ム工事含む） 

・安全衛生対策項目に関する検討 

・化学物質のリスクアセスメントの法令改訂に係る検討 

 

（４）建設副産物関連 

・産業廃棄物関連の情報収集及び HPでの情報配信 

・石綿関係法令に係る現場対応の具体策に関するオンラインセミナーの作成・配信 

・お客様向け「石綿関連工事について」の動画作成・配信 
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（５）その他委員会活動等 

・見学会の実施 

（竹中大工道具館、ヨドコウ迎賓館、大阪市中央公会堂、大阪市立東洋陶磁美術館、こども本

の森 中之島、適塾） 

（ＹＫＫ ＡＰ 体感ショールーム） 

・各種講習会、セミナー、シンポジウム等の参加 

・外部委員会、協議会、検討会への参加及び意見交換 

・建災防主催の全国建設業労働災害防止大会 in東京への参加 

 

３．具体的進捗状況 

（１）リフォーム関連 

リフォームＷＧでは、リフォーム現場・工事においては、既存住宅の劣化状況を把握して設計・

施工を行う必要があり、規模、内容が多岐にわたり、多くの場合はお客様の日常生活と並行し

て工事を進めていく難しさがある。そのため、リフォームの工事管理について解説する「リフ

ォーム版施工管理チェックポイントマニュアル」の作成に取り組み、令和７年１月完成・発刊

した。その後、令和７年２月にセミナーを実施し、約６０名の参加があり、受講者アンケ－ト

を見ても、大変好評であった。今後、動画を作成し、令和７年度配信予定となっている。 

また、政府の高断熱住宅推進施策において、窓・壁・床断熱などを始めとしたリフォーム工事

に向けた内容が多種発表されているため、お客様向けに「断熱工事について」のツール・資料

等、現在作成中となっている。 

「既存住宅状況調査技術者」の育成として、「既存住宅状況調査技術者講習」（新規・更新）

を７月より開催した。 

対面講習は、東京会場にて、新規講習を３回、更新講習を３回実施。 

ＷＥＢ講習は、７月から３月で計９回実施。 

また、今年度より「再受講」制度を導入。講習で不合格となった受講者に対して、テキスト代

を含まない受講料（５，５００円）を設定することで、より資格を取得しやすくした。 

修了者数（新規７２名（うち再受講１名）、更新３０９名（うち再受講３名））計３８１名と

なった。 

 

（２）生産管理関連 

生産管理ＷＧでは技能者不足に対応して、ＤＸ化などの生産性向上施策やＣＣＵＳ制度の検討、

関係法令の改正に関する情報発信を通じて、会員各社における施工体制の整備と適正な現場管

理手法の啓発に取り組む。今年度は、昨年参加者不足で中止した富士教育訓練センターでの「木

造大工及び工事管理者初級１６日間」の技能講習を行った。 

また、生産性向上施策となる屋根・フロ－リング床・ＳＤ・石膏ボード等、各種プレカット施

工を紹介・水平展開した。将来の技術者不足対策としても、総合科学高等学校等への業界プレ

ゼンの学校との打ち合わせ、国土交通省「建設技能者の持続的確保懇談会」への参画等、実施

した。（継続中）  

  

（３）安全衛生・ＣＳ関連  

安全衛生・ＣＳＷＧでは、本足場の義務化や化学物質のリスクアセスメント等、近年の安全関

係の法令改訂を受けて、様々な対応策を検討している。 
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冊子関係では、災害事例から学ぶ『電動・電動エア－工具と脚立安全作業のポイント』のリニュ－

アル版を作成し、完成した。ＨＰアップ後２～３日で、１５０冊強の購入希望が寄せられてい

る。 

現在、「木造家屋解体工事の安全管理ポイント」・「５分で出来る安全確認」等、引続き、 

関係法令改訂を受けたリニュ－アル版作成を行っている。完成・発刊後、セミナ－開催を検討

している。 

                                     

（４）建設副産物関連 

建設副産物ＷＧでは、令和５年１０月から、有資格者による事前調査実施が義務化されること

を受け、これまで石綿関係法令の解説に関する動画配信に加え、「石綿法令対応」はまとめた

ＹｏｕＴｕｂｅ配信し、各工程に合わせた１４本のセミナー動画を作成した。 

今年度、一般公開を実施し、会員以外にも広く視聴できる環境を整えた。その結果、毎月１０

００回から２５００回もの視聴を頂き、木住協の知名度向上に貢献できた。 

 

（５）委員会活動 

①委員会開催 

ア）生産技術委員会：計１０回開催（ＺＯＯＭ併用） 

リフォームＷＧ：１０回、生産管理ＷＧ：１０回、安全衛生･ＣＳＷＧ：１０回、 

建設副産物ＷＧ：７回開催 

イ）既存住宅状況調査合否委員会：計９回開催（メールによる書面開催） 

 

② 外部委員会への参加及び情報発信 

ア）工事ＣＳ・安全委員会（（一社）住宅生産団体連合会） 

イ）環境委員会 （（一社）住宅生産団体連合会） 

ウ）技能者問題委員会（（一社）住宅生産団体連合会） 

エ）住宅ストック委員会（（一社）住宅生産団体連合会） 

オ）技術情報委員会（(一社)住宅リフォーム推進協議会） 

カ）木造家屋等建築工事安全対策委員会（建設業労働災害防止協会） 

キ）建築大工技能者待遇委員会（全国建設労働組合総連合） 

ク）登録建築大工基幹技能者講習の試験委員会・運営委員会（全国建設労働組合総連合） 

ケ）防除技術委員会（（公社）日本しろあり対策協会） 

   コ）住宅分野における建設技能者の持続的確保懇談会（国土交通省） 

 
 

○資材・流通委員会 

当委員会は、快適な住生活、住環境に適した良質な資材の普及のための活動を行っている。

令和６年度は１種会員との接点強化とコミュニケーションの活性化、そして国産材利用促進を

図るべく以下のテーマを中心に活動を行った。 

 

１．事業計画テーマ 

（１）「住まいのトレンドセミナー」の開催 

（２）「Select the Best 住まいのトレンド商品」の発行 

（３）資産価値のある高耐久住宅の調査と研究 

（４）木造住宅等に関わる国産材利用の実態調査  
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２．具体的進捗状況 

（１）「住まいのトレンドセミナー」の開催 

住宅政策・制度、マーケットの変化に対応したタイムリーな情報を提供した。国策や法令、住

まいに関する新たな動向等、会員企業の新しい技術・新商品紹介など幅広いテーマについて行

政や各協会、企業の方を講師に招き情報提供並び知識向上に貢献できる活動を行った。 

・テーマ：「木造住宅・建築物の振興に関する最近の取組」について

講 師：国土交通省 住宅局 住宅生産課 木造住宅振興室長 原田 佳道氏 

・テーマ：「建築物における木材利用の促進に関する林野庁施策

～ウッド・チェンジに向けて～」 

講 師：林野庁 林政部 木材利用課 木造公共物促進班 課長補佐 日向 潔美氏 

・テーマ：「建物の LCA の動向と脱炭素を見すえた建材の

ＬＣＡデータ(EPD 等)のあり方」 

講 師：武蔵野大学 工学部 サステナビリティ学科 准教授 磯部 孝行氏 

・テーマ：「木造住宅寿命 100 年の米国で生まれた高耐久屋根材『オークリッジスーパー』」 

講 師：オーウェンスコーニングジャパン合同会社 建築資材部門 

アカウントセールスマネージャー 山﨑 愛氏 

・テーマ：「『エコカラットプラス』商品誕生の背景と現在まで」

講 師：株式会社 ＬＩＸＩＬ タイル事業部 タイル商品部 

グループリーダー 西村  羊一氏 

（２）「Select the Best 住まいのトレンド商品」 

来年度の建材・住宅設備機器等の情報誌「Select the Best 住まいのトレンド商品」のリニ

ューアルに向けて「商品紹介検討チーム」を立ち上げた。 

従来、２種会員の新商品・トレンド商品を掲載していたが、１種会員のニーズに応じた商品を

掲載し、より会員にお役に立つ情報誌にブラッシュアップする。併せてホームページへの掲載

方法も検討し、良質な資材の更なる情報発信を図る予定である。 

（３）資産価値のある高耐久住宅の調査と研究 

令和元年に活動を開始した「資産価値のある高耐久住宅研究 WG」の活動成果について研究報

告を取りまとめた。高耐久化に必要な建材外皮を構成する高品質建材、構法仕様、維持管理・

更新の容易性を踏まえたＬＣＣ（ライフサイクルコスト）低減試算などの関連資料の整備と充

実を図り、木住協が考える「資産価値のある高耐久住宅モデルプラン」の作成と維持管理計画

書を提案し、ＬＣＣシミュレーションの比較検証を行った。来年度はその研究成果の情報発信

と周知活動に努めることで情報収集を図り、将来に向けての高耐久住宅の取組みを検討する。 

（４）木造住宅等に関わる国産材利用の実態調査 

平成１８年度から実施している木造軸組工法住宅の国産材利用実態調査の第７回（調査対象年

度は令和５年度）を実施した。 

住宅供給会社（１種正会員）の有効回答社数は９３社で、年間着工戸数の総計は  

５６，９５７戸であり、令和５年度国土交通省の「住宅着工統計」の木造軸組工法住宅戸数３

４９，２１３戸の１６．３％を占める。同様にプレカット会社の有効回答社数は８４社で年間

供給戸数の総数は１２３，１９４戸であり３５．３％を占める。 
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国産材の使用割合については、材積換算の全体（管柱から面材まで）では、住宅供給会社が前

回調査（令和２年度）の４８．５％から５２．７％へ増加し過去最高となり、プレカット会社

では３４．１％から４１．７％へ増加した。また、今回の調査では、従来の国産材の利用実態

に加えて、ウッドショック後の影響、改正クリーンウッド法への対応やＳＤＧｓへの意識調査

等を追加項目として調査を行った。令和７年度では深堀調査と題して、今回の調査結果を踏ま

え、住宅供給会社とプレカット会社の総合的な調査結果の検証、地域別、会社規模別などのよ

り詳細な分析や追加調査を行い、今後の更なる木材利用促進に向けた取り組みの充実を図って

いく予定である。 

 

 

○業務・広報委員会 
当委員会は、次にあげる事業計画テーマを中心に活動を行った。 

 
１．事業計画テーマ 

（１）自主統計および着工統計の分析 

（２）広報活動 

（３）作文コンクール 

（４）機関誌「木芽」の発行 

   

２．具体的進捗状況 
（１）自主統計および着工統計の分析 

２０２３年（令和５年）度の会員の着工数を国土交通省の着工統計と比較して各種分析を行っ

た。５月１０日から７月１日までアンケート形式で調査を実施し、４１８社から回答をいただ

いた。回収率は８７．３％であった。 
国土交通省の全国集計では、令和５年度の新設住宅着工戸数は８００，１７６戸（前年比７．

０％減）。このうち戸建て住宅は４３２，６０３戸（前年度比８．１％減）、木造戸建て住宅

は３８７，３０２戸（前年度比７．１％減）となった。 
これに対し、木住協１種会員（住宅供給会社）の着工戸数は８５，７１９戸（前年度比４．６％

減）、うち木造戸建て住宅は７９，４５９戸（前年度比７．２％減）で、木造戸建住宅に占め

る木住協シェアは、前年同様の２０．５％となった。 
また、住宅の質の向上についての調査項目（戸建て）では、「平成２８年省エネルギー基準適

合住宅（平成２５年基準適合を含む）は６４，７２９戸（前年度比３．２％減）となり、戸建

て全体の８１．５％を占める割合となった。また長期優良住宅は３２，４７９戸と木住協戸建

住宅に占める割合が４０．９％となった。またＺＥＨ適合住宅は２０，９４５戸（前年度比０．

４％増）となり、木住協戸建て住宅に占める割合は２６．４％（前年度比８．６％増）となっ

た。 
この調査内容を報告書にまとめ、８月に報告会を行うとともに、正会員各社、国土交通省およ

び報道各社に送付した。 
 
（２）広報活動 

①マスメディアリリース 
本年度は、５月の定時総会、８月の自主統計分析報告会、１０月の作文コンクール表彰式、

１月の木造ハウジングコーディネーター優秀者表彰式の際に、記者報告会を行った。 
②ホームページとメールマガジン 
木住協ホームページは、会員向けコンテンツの充実はもとより、令和６年度には「木ッズの

森」の画面のリニューアルを実施。アクセスして活用したユーザー数の上位は、「耐火・準
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耐火構造」「省令準耐火構造」「ホームページトップ」「作文コンクール応募方法」の順に

上位を占め、他「木でできているもの」「木でできているものマップ」などをきっかけに「木

ッズの森」コンテンツへの、サイト訪問件数も増えている。 
またメールマガジン「木住協 NEWS」にて、協会からのお知らせや、国土交通省などの行政

機関・（一社）住宅生産団体連合会など関係団体からの最新情報をタイムリーに提供した。

今年度の読者数は、１，８５０アドレス程度で遷移し、発信回数は、８０回となった。 
 

③宣伝活動 
協会活動の広告を会員企業や関係先の購読率を意識しながら、業界紙・専門雑誌を中心とし

て、１６紙に５１回出稿した。それ以外に、当協会に関する記事は１８紙に８７回掲載され

た。 
 

（３）作文コンクール 
木造軸組工法住宅の更なる普及と啓発のため、１０月１８日を「木造住宅の日」と定め、全国

小学校及び特別支援学校、海外日本人学校の児童を対象とした第２７回「木のあるくらし」作

文コンクールを実施した。後援は、国土交通省、文部科学省、農林水産省、環境省、外務省、

住宅金融支援機構、朝日学生新聞社よりいただけた。 
海外７か国１５校の日本人学校を含む５７２校から応募が寄せられ、応募作品は ３，

８２６点となった。 
 
① 広報活動 

朝日小学生新聞、教育新聞、住宅関連業界紙に募集広告掲載を行い、ポスター、チラシを全

国小学校、特別支援学校約２０，０００校、教育委員会約１，８００ヵ所に配布した。 

今年度はより多くの海外在住児童からの応募を募る為、５月中旬に外務省ホームページにあ

る「外務大臣が指定した在外教育施設（補習授業校）一覧」を参考に世界４５カ国２１８校

（全５４カ国２３７校の中から、我が国と国交のない地域の学校、政情不安国は除外）に対

して、それぞれの学校のホームページ掲載のメールアドレス宛または学校ホームページの問

合せフォーム他に、当協会のホームページ内の作文コンクール案内の URL 及び資料を送付

し幅広く応募を呼びかけた。 

 
② 表彰式 

６名の審査員により、国土交通大臣賞、文部科学大臣賞、農林水産大臣賞、環境大臣賞、外

務大臣賞、住宅金融支援機構理事長賞、日本木造住宅産業協会会長賞、朝日小学生新聞賞、

団体賞、および佳作を選定、加えて協会各支部によるブロック賞を１０賞選定し、１０月  

２６日（土）に「住宅金融支援機構 本店１階 すまい・るホール」にて、５年ぶりに対面で

の表彰式を開催した。 
 
③ 入選作品集の作成と参加賞 

入選作品集を作成し、受賞者と応募学校へ送付した。また、参加賞（かわくと木になる粘土）

を応募した児童全員に送付した。 
  
（４）機関誌「木芽」の発行 

年４回（春号４月、夏号７月、秋号１１月、新春号１月）の発刊となり、会員各社および省庁、

専門紙に配付した。新春号から誌面をフルカラー化し、誌面のより一層の充実を図った。 
内容は、会員に役立つ誌面づくりを念頭に、定時総会開催、各委員会事業計画、新春座談会、

年頭所感、作文コンクール表彰式、木造ハウジングコーディネーター表彰式などの特集、新連

11



 

載「日本の名城 天守閣ものがたり」を開始、定番連載の「木の匠」の他、会員企業のトピッ

クスや支部活動報告、木住協の会員向けコンテンツ（セミナー・講演会など）を掲載。より役

立ち親しんでいただける協会誌を目指しています。 
 
 

○研修企画委員会 

１．事業計画テーマ 

（１）木造ハウジングコーディネーター（木造ＨＣ）資格制度の推進 

（２）「住宅と税金（税制ガイドブック）」の改訂と販売、ポイント解説セミナーの開催 

（３）省令準耐火特記仕様書（木住協仕様）ＷＥＢ講習会の開催 

（４）会員サポート講習・セミナーの企画・立案 
 

２．具体的進捗状況 
     （１）木造ハウジングコーディネーター（木造ＨＣ）資格制度の推進 

・木造ＨＣ資格制度は、住宅営業職・設計職を育成する目的として、今年度で創設以来２４回 
を迎えた。 

・講習会：対面講習会を大阪、名古屋、東京にて開催 
・講習日：対面型受講者数 ３６名 

ＷＥＢ配信を１０月１０日から１１月３０日の期間、５２日間配信 
受講者数 １９５名 

講師：６名（営業編３名、技術編２名） 
・資格試験日：１００ヶ所テストセンターにて、１２月３日 or４日いずれかの日に 

パソコンによるデジタル試験を実施。 
受験者：２９２名 
合格者：２２５名、木造ＨＣ合格者の累計は７，３５５名となった。 

・表彰式（上位６名）及び記者発表を１月１４日にオンラインにて行った。 
・更新講習は、１月１５日から３月３１日の期間実施、更新修了者は１７２名 

 

（２）「住宅と税金（税制ガイドブック）」の改訂と販売 

・（一社）住宅生産団体連合会との共同編集により税制冊子「住宅と税金」作成し、２４，２ 
９１部を販売した。 

・会員会社向けに、住宅税制改正セミナー（講師：顧問税理士下平達夫氏）を４月末からホー 
ムページにて YouTube 動画配信し、会員に税制理解を深めてもらうことに努めた。 
 

（３）省令準耐火特記仕様書（木住協仕様）講習会の開催 

・毎月１１日～２５日までの１５日間、ＷＥＢによる定期講習会を１１回実施、参加実績者総 

数は計５６０名。 

 
（４）会員サポート研修・セミナーの企画・立案 
・「新規研修企画案に関するニーズ調査」の結果に基づき、特に会員の関心の高かったテーマ 
を中心に新規研修・セミナー等を企画した。 

・３月６日に東京大学大学院教授恒次祐子先生をお招きし、題目「木材のちからで人と環境を 
豊かに～木質空間のメリット～」セミナーを６階会議室において開催。 
参加者：４２名 
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・３月１７日に慶應義塾大学名誉教授伊香賀俊治先生をお招きし、題目「幼児から高齢者の健 
康をまもる暖かな木の住まい」セミナーを６階会議室において開催。               

  参加者：３４名 
 

 

○認定事業推進委員会 

１．事業活動項目 

（１）「木優住宅」取扱い事業運営 

（２）「木優住宅」の瑕疵保証事故の抑制 

（３）木造軸組工法住宅の管理体制の向上 

（４）「木住協保険」取扱い事業運営 

（５）住宅瑕疵担保履行法の対応 

（６）その他 
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                                    （表－１）      
２．事業計画テーマの進捗状況  

（１）「木優住宅」取扱い事業運営 

令和６年度の木優住宅登録実績戸数合計では１６，０４０戸とな

り、目標の２０，０００戸を下回る結果となった。内訳は、住宅

保証機構（株）７，６０５戸、（株）住宅あんしん保証２３９戸、

（株）日本住宅保証検査機構６，５２７戸、ハウスプラス住宅保

証（株）３６２戸、（株）ハウスジーメン１，３０７戸である。木

優住宅は、昭和６３年（１９８８年）高耐久性木造住宅制度の高

性能団体から始まり３６年が経過し累計は ５４５，７１６戸と

なった。（表－１） 
今年度、目標戸数を下回った理由としては、建設業界の新築住宅

着工戸数が減少している影響が大きく、また、多戸数会社が供託

に移行した結果と考えられる。令和７年度の法改正では、４号特

例見直し、省エネ基準適合義務化等、建設業界は様々な対応が求

められることになる。当委員会では、それらの情報収集に努め、

迅速な情報発信等の提供はもちろん、必要に応じて講習会やセミ

ナーを実施し周知活動をしていく。保険業務に関しては、継続し

て木優住宅未利用会員や、新規会員へ周知徹底の強化を図ってい

く。また、住宅保証機構（株）のまもりすまい保険が、令和７年

度に、新築２０年/３０年保証向け保険制度を創設する予定。内容

は、これまでの新築時の保険１０年目と延長保証の組み合わせで

はなく、新築時２０年一気通貫で加入できる商品である。国交省

の認可がとれ次第、説明会等を開催し普及活動を推進していく。 
また、木優住宅は、全保険法人から自主検査の認定を受けており、

本来、保険法人が実施する２回の現場検査のうち、第一回基礎配

筋検査を自主検査に変える事ができる。その資格取得のための木

造住宅検査員講習会は、新規・更新共に、ＷＥＢ講習を開催し、

令和６年度は、新規ＷＥＢ講習３７名、更新ＷＥＢ講習１１４名

が登録した。登録者総数は、合計４８６名の登録となった。 
（表－２） 

 

 

 

（表－２） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 度 木優住宅（戸） 

昭和 

６３年 

１５８，１３０～ 

平成 

１５年 

１６年 １３,３４４

１７年 １０,２７１

１８年 ９,０３３

１９年 ８,６６５

２０年 ８,４９９

２１年 １５，１９４

２２年 １９，５５７

２３年 ２０，８０４

２４年 ２２，１８２

２５年 ２４，１１３

２６年 １９，０５５

２７年 １９，３０２

２８年 ２１，２４３

２９年 ２１，４５１

３０年 ２２，７７０

令和元年 ２２，７４６

令和２年度 ２１，６４０

令和３年度 ２４，５９９

令和４年度 ２６，０２６

令和５年度 ２１，０５２

令和６年度 １６，０４０

合 計 ５４５，７１６

令和６年度木造住宅検査員講習会ＷＥＢ講習 

木造住宅検査員 登録者数 

平成５年度末 登録数 ５２１名 

令和６年度 新規ＷＥＢ講習 

（令和６年４月～令和７年３月）登録者数 
３７名 

令和６年度 更新ＷＥＢ講習 

（令和６年４月～令和７年３月）登録者数 
１１４名 

令和６年度 未更新 △１８６名 

令和６年度末       登録者数合計 ４８６名 
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（２）「木優住宅」の瑕疵保証事故の抑制 

講習会、セミナーは例年通り、瑕疵保険事故抑制をテーマに開催した。戸建住宅の保証事故の９割超

が雨漏りである事に着目した題材として２つのセミナーを開催した。（株）日本住宅保証検査機構に

よる「雨水浸入事故から学ぶ防水対策セミナー」を８月２６日ウェビナー開催し参加者８３名となっ

た。また、住宅保証機構（株）田島ルーフィング（株）共催による「屋根と壁の取り合い納まり施工

実演セミナー」は実棟模型を使った実演講習を、愛媛会場で１０月８日、９日の２日間開催し参加者

は５０名となった。保険関連では、（株）ハウスジーメンによる、新築瑕疵保険でもリモート検査は

じめました～瑕疵保険におけるリモート検査と実施方法等について～の解説を７月２５日ウェビナ

ー開催し２３名が参加した。続いて（株）ハウスジーメンによる、建築基準法の改正と瑕疵保険の新

たな可能性について～瑕疵保険における補償オプションのご案内～の解説を１２月６日ウェビナー

開催し６４名が参加した。また、地盤関連では、（一社）日本擁壁保証協会による、業界初！擁壁保

証セミナーを１１月１８日ウェビナー開催し４１名が参加した。株式会社盤匠組では、プロだけが知

る住宅地盤のリアルの解説を２月２７日ウェビナー開催し３５名の参加があった。 

また、恒例の「事故抑制セミナー」では、第一部住宅保証機構（株）による「設計施工基準の改訂の

ポイント」「事故事例等の解説」、第二部は、東京都市大学 名誉教授 大橋好光氏による「能登半島地

震と木造住宅の耐震改修」「４号特例見直しへの住宅メーカーの対応」を東京、名古屋、大阪、福岡

の４会場で実施し計７０名の参加となった。今年度は実験を計画し、実証結果報告等の講演を開催す

る。 
 

（３）木造軸組工法住宅の管理体制の向上 
認定事業推進委員会では、保険法人からの求めに応じ、木造住宅検査員の現場における品質管理監査

を実施している。木造住宅検査員監査は、昨年と同様に対面監査を実施した。当委員が検査員の所属

する会社を訪問し、監査チェックシートに基づきヒヤリング、現場検査帳票類の内容の確認をし、今

年度は１５社の監査を実施した。対面だからこそ聞ける現場の生の声を伺うことで、より一層の施工

品質及び管理体制の向上を図っていく。 
 

（４）「木住協保険」取扱い事業運営 
「木住協総合補償制度」は、「木住協工事総合保険」「業務災害補償プランビジネスＪネクスト」「サ

イバーリスク・情報漏えい総合補償プラン」を取り扱っている。中でも、「木住協工事総合保険」は、

平成２３年に発足して１４年度目となり、令和７年度（令和７年４月１日始期）の商品は、更に建設

工事保険にて建設用工作車補償特約を新設し、８７社（昨年度８４社）の加入となった。これらの保

険は全て三井住友海上火災保険（株）が保険会社として運用している中で、新たに、令和７年４月か

ら原則全ての建築物の新築・増改築時における省エネ基準への適合義務化が開始されるのを受け、法

改正を踏まえ新たな団体保険制度『省エネ住宅プロテクショ』を創設した。『省エネ住宅プロテクシ

ョン』は、省エネ性能を未充足となる欠陥が発覚した場合の再施工費用、損害賠償請求、原因調査費

用を補償する保険である。この保険は当協会だけの商品になるため、積極的に販売を促進していく。

併せて、(株)住宅あんしん保証の「あんしんとくとく倶楽部」や「非住宅保険」の販売を促進してい

く。また、木住協版地盤保険制度では、（株）地盤審査補償事業の「Ｔｈｅ ＰＥＲＦＥＣＴ １０Ｗ」、

ジャパンホームシールド（株）の「地盤サポートシステム［ＳＤＳ］」等の紹介を行い利用促進を図

っていく。 
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（５）住宅瑕疵担保履行法の対応 
住宅瑕疵担保履行法に基づく改定内容等について、木住協ホームページに掲載及びメルマガ等で周知

を図った。また、保険法人における延長保険の拡充、設備保険の拡充、非住宅保険等、必要に応じて、

説明会やＨＰ掲載にて情報を公開する。 

 
 

○特命担当 

１．事業計画テーマの進捗状況 

  ○ 応急仮設住宅建設に係る検討 

  各県との締結及び協議等の状況は以下のとおり。 

 

   ＜締結済み状況＞ 

締結日 都道府県 締結日 都道府県 締結日 都道府県

2013年4月9日 静岡県 2019年6月4日 高知県 2023年6月9日 埼玉県

2018年2月14日 福岡県 2019年6月25日 香川県 2024年2月8日 広島県

2018年3月19日 熊本県 2019年10月1日 三重県 2024年2月28日 岩手県

2018年5月9日 和歌山県 2019年10月17日 東京都 2024年2月29日 石川県

2018年5月24日 神奈川県 2019年12月10日 佐賀県 2024年3月21日 宮崎県

2018年12月3日 山形県 2020年2月28日 長崎県 2024年3月22日 北海道

2019年2月28日 大阪府 2020年3月19日 愛知県 2024年7月4日 大分県

2019年3月26日 愛媛県 2022年1月7日 兵庫県

2019年4月17日 岐阜県 2022年6月17日 福島県

2019年5月16日 徳島県 2023年3月23日 宮城県  
 
   ＜各県との協議状況＞ 

５月１０日 岩手県庁訪問。協定提携後の県関係者との協議 

５月１５日 兵庫県へ「災害応急対策業務（除雪作業含む）に係る協定等を兵庫県と締結した 

場合」の資料更新提出 

５月２３日 広島県令和６年度建設型応急住宅担当者会議に参加 

５月２９日 神奈川県令和６年度災害救助に係る連絡会議に参加 

６月１２日 宮城県土木部防災訓練に参加 

６月１４日 北海道十勝清水町 応急仮設住宅モデル実証実験棟視察及び打合せ 

６月１８日 神奈川県横浜市訪問。令和６年度応急仮設住宅建設に係る事前準備業務委託打ち

合せ 

７月 ４日 大分県協定締結式。大分県知事、市川会長による締結式を実施 

７月１２日 和歌山建築士会主催の防災イベント及びセミナーに参加 

８月 ８日 石川県へ「ふるさと回帰型（戸建風）」のプラン・仕様等を提示 

８月１４日 埼玉県庁訪問。応急仮設住宅関連打ち合せ 

８月２５日 北海道庁訪問。応急仮設住宅関連打ち合せ 

１０月１１日 山形県庁訪問。豪雨災害被災状況等確認 

１０月１７日 福島県土木部建築住宅課へ応急住宅建設費概算見積金額を提示 
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１０月３０日 大阪府庁訪問。応急仮設住宅関連打ち合わせ 

１１月 ４日 北海道庁訪問。北海道仕様応急仮設住宅について協議 

１１月 ６日 愛知県応急仮設住宅会議に参加 

１１月２２日 秋田県庁訪問。協定締結前打ち合わせ 

１１月２５日 青森県庁訪問。協定締結前打ち合わせ 

１１月２６日 岩手県県庁訪問。応急仮設住宅関係打ち合わせ 

１１月３０日 石川県応急仮設住宅の状況視察 

１２月１７日 石川県庁訪問。応急仮設住宅の状況等確認（加藤専務理事 他） 

１２月２０日 宮城県応急仮設住宅建設候補地選定契約を締結（宮城県、木住協） 

 １月１７日 兵庫県訪問。応急仮設住宅関係打合せ 

１月１７日 大阪府災害時の調整模擬訓練へ参加 

２月１２日 宮城県応急仮設住宅建設候補地敷地調査を実施 

２月２０日 神奈川県南足柄町配置図会議に参加 

２月２１日 香川県、愛媛県応急仮設住宅会議及び訓練に参加 

２月２５日 北海道庁訪問。北海道仕様応急仮設住宅打合せ 

３月１３日 岐阜県庁訪問。応急仮設住宅関連打合せ 

３月１４日 神奈川県支部、応急仮設住宅会議に参加 

３月１７日 福島県応急仮設住宅会議に参加 

３月２１日 北海道庁訪問。北海道仕様応急仮設住宅図面等打合せ 

３月２８日 宮城県庁訪問。応急仮設住宅建設候補地敷地調査打合せ 

 

 

○総務・企画 

５月３０日 定時総会前に、本部・支部事務連絡会議を明治記念館にて開催 

１０月２６日 作文コンクール表彰式前に、会長・支部長懇談会をアルカディア市ヶ谷 

（私学会館）にて開催 

１１月１１日 市川会長、梅木運営委員長、村岡業務・広報委員長、加藤専務理事で、能登半

島を視察 

４月１９日、６月２１日、７月１９日、１０月１８日、１１月２２日、１２月２０日、１月

２４日、２月２１日、本部・支部事務局長会議をＷＥＢで開催  （計８回開催） 

  ２月～３月 各支部への監査を実施 

 

 

〇その他の主要業務 

〇花粉症対策のための取組 

・国産木材活用住宅ラベル協議会 

 ７月９日 第１回運営委員会 

 １１月１４日 第２回運営委員会 

・７月３１日 国産木材活用住宅ラベル利用説明会のご案内を会員向け周知 

〇森林を活かす都市の木造化推進議員連盟 

・５月２９日 総会（令和６年第３回） 

「耐用年数」、「JAS 規格の基準合理化」に関する取組状況（中間報告）について国土

交通省、林野庁から説明 

建築物への木材利用に関する評価手法等について、林野庁、環境省から説明 
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・２月６日 総会（令和７年第１回） 

令和７年度都市木造化関連予算の状況等について、林野庁、国土交通省、総務省、文部

科学省、経済産業省、環境省から説明 

    「耐用年数」「ＪＡＳの基準合理化」に関する取組について、国土交通省、林野庁から

説明 

   ・３月２４日 総会（令和７年第２回） 

「都市の木造化推進法に基づく施策の実施状況等について」林野庁より説明 

「木造建築物の普及に向けた取組について」国土交通省より説明 

「森林を活かし都市の木造化を推進するための方策に関する要望について」森林を活か

す都市の木造化推進協議会より説明 

  〇自民党住宅対策促進議員連盟 

   ・１２月２４日 活動報告会 

    令和７年度税制改正要望、令和６年度補正予算及び令和７年度当初予算に関する状況報

告について説明 

 

 

〇支部事項  

（１）北海道支部 

・５月１０日  幹事会 

  議 題  ：令和６年度事業計画について、その他 連絡事項 

・５月２３日  ほっかいどう住まいづくりネットワーク総会（事務局参加）  

・５月３０日  事務局長会議参加（事務局長）於：明治記念館「鶴亀の間」 

・６月１４日   応急仮設：北海道庁と清水町実証実験等視察 

（木住協本部・土屋ホーム参加）  

・６月２４日    ほっかいどう住宅フェア幹事会（事務局参加）  

・６月２７－２８日 支部勉強会：青森県 弘前城・スターバックス弘前公園前見学  

※１９１７年陸軍師団長官舎、登録有形文化財、その他ねぶたの家、 

ワラッセ等見学 

・８月２６日  幹事会・木住協本部懇親会 於：ホテルニューオータニ札幌  

議  題    ：年間スケジュール、新規講習・セミナーに向けたスケジュール、応急仮設

活動報告、その他 連絡事項  

・９月２日   ほっかいどう住宅フェア幹事会（事務局参加）  

・９月４日   民間住宅施策会議（事務局参加） 

・９月２８日～２９日 ほっかいどう住宅フェアに運営委員として参加、会員４社が出展  

（㈱藤城建設、㈱竹口組、㈱一条工務店、住友林業㈱）  

＜第２７回「木のあるくらし」作文コンクール＞ 

・１０月１日  北海道ブロック賞の選定 

審査候補作品： ＜低学年の部＞審査作品１０作品中 １作品選出 

＜高学年の部＞審査作品１１作品中 １作品選出 

・１０月２６日 会長・支部長懇談会：アルカディア市ヶ谷（私学会館） 

・１０月２６日 表彰式への参加：住宅支援機構 本店１F「すまい・るホール」 

出席者 ：中本支部長  

・１２月１４日 北海道支部懇親会  

議  題    ：来期の研修見学会の検討、その他 連絡事項  
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・１月２３日 北海道地区需給情報連絡協議会（事務局参加） 

・３月７日  支部定時総会開催  於：ホテルモントレエーデルホフ札幌 

議  題 ：令和６年度事業報告・収支報告、役員の選任、令和７年度事業計画・収支

予算 

講演会 ：演台：「心に響く伝え方のヒミツ」 

講師：小林 正寿 氏（気象予報士 お天気キャスター） 

（２）東北支部 

・５月１０日  岩手県表敬訪問：締結済応急仮設住宅について 

県庁職員１１名、木住協４名出席 

・５月３０日  事務局長会議参加（事務局長）於：明治記念館「鶴亀の間」 

＜第２７回「木のあるくらし」作文コンクール＞ 

・１０月１日  東北ブロック賞の選定 

審査候補作品： ＜低学年の部＞審査作品１２作品中 １作品選出 

＜高学年の部＞審査作品１１作品中 １作品選出 

・１０月２６日  会長・支部長懇談会：アルカディア市ヶ谷（私学会館） 

・１０月２６日  表彰式への参加：住宅支援機構 本店１F「すまい・るホール」 

出席者 ：靏井支部長 

  ・３月１５日    書面による支部総会を開催 

議  題   ：令和６年度事業報告・収支報告、役員の選任、令和７年度事業計画・収

支予算 

（３）神奈川支部 

・５月２９日 神奈川県 令和６年度災害救助に係る連絡会議に参加

宮代建設部長、木下特命担当部長（本部） 

・６月 ３日 令和６年度 第１回 神奈川支部幹事会の開催

・６月１８日 横浜市建築局住宅政策課 令和６年度応急仮設住宅建設にかかる前提準備委

託の事前打ち合わせ。宮代建設部長、木下特命担当部長（本部）が参加 

・７月 ５日 横浜市令和６年度応急仮設住宅建設にかかる前提準備業務を受託

・９月３０日 神奈川支部事務局にて作文コンクール選定作業、選定結果を本部へ報告

＜第２７回「木のあるくらし」作文コンクール 関東ブロック賞の選定＞ 

審査候補作品： ＜低学年の部＞審査作品２３作品中 １作品選出 

＜高学年の部＞審査作品１７作品中 １作品選出 

・１０月２６日 会長・支部長懇談会：アルカディア市ヶ谷（私学会館）

・１０月２６日 表彰式への参加：住宅支援機構 本店１Ｆ「すまい・るホール」

出席者 ：宮代支部長代理 

・１０月２８日 神奈川県令和年６年度建設型応急住宅の供給に係る事前対策検討業務を受

託 

・１０月３１日～１１月１日 能登半島視察研修旅行を実施

・１２月１３日 神奈川県令和６年度建設型応急住宅の供給に係る事前対策検討業務により

現地調査立ち合い。宮代建設部長、福山（ナイス） 

令和６年度 第２回神奈川支部幹事会の開催 

・３月１４日  令和６年度支部定時総会開催  於：ホテル プラム 

議  題 ：令和６年度事業報告・収支報告、役員の選任、令和７年度事業計画・収支

予算 
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  講演会  ：演題：「人工知能の未来 ChatGPT を超えて」 

講師：川村 秀憲 氏 （北海道大学 大学院情報科学研究院教授） 

 

（４）北陸支部 

 ＜石川県との応急仮設住宅建設協定締結並びに建設協力申出＞ 

  本部主導による連絡・活動への協力（主に幹事会社と事務局） 

・５月３０日  事務局長会議参加（事務局長）於：明治記念館「鶴亀の間」 

 ＜第２７回「木のあるくらし」作文コンクール 北信越ブロック賞の選定＞ 

  １０月  メールにて集計（幹事会社） 

   審査候補作品：＜低学年の部＞審査作品１１作品中 １作品選出 

          ＜高学年の部＞審査作品１２作品中 １作品選出 

・１０月２６日 会長・支部長懇談会：アルカディア市ヶ谷（私学会館） 

・１０月２６日 表彰式への参加：住宅支援機構 本店１Ｆ「すまい・るホール」 

出席者 ：竹中支部長 

・１２月１７日 幹事会開催  於：ＴＫＰ金沢新幹線口 

  議 題  ：令和６年度事業計画、その他連絡事項 

・３月１０日  書面幹事会開催 

        令和６年度支部総会付議事項を確認。 

・３月１８日   令和６年度支部総会開催 於：ホテル日航金沢で実施。 

議  題  ：令和６年度事業報告・収支報告、役員の選任、令和７年度事業計画・収支

予算 

講演会  ：演題：「Z 世代とのコミュニケーション術」 

講師： 太田 俊 氏 （ＧＲＯＶＥ株式会社） 

   参加者：２０名 

※令和６年１月能登半島地震及び９月奥能登豪雨被害により上記以外の活動は自粛 

 

 （５）静岡県支部 

・５月３０日  事務局長会議参加 於：明治記念館「鶴亀の間」 

・８月２６日  幹事会 於：江井建設 

    議 題  ：事業活動及び今後の運営について、支部役員の選出について、その他連絡

事項 

  ＜第２７回「木のあるくらし」作文コンクール 甲・静岡支部ブロック賞の選定＞ 

・１０月１日   於：菊池建設（株） 会議室 

  審査候補作品： ＜低学年の部＞審査作品１１作品中 １作品選出 

           ＜高学年の部＞審査作品１２作品中 １作品選出 

・１０月２６日  会長・支部長懇談会：アルカディア市ヶ谷（私学会館） 

・１０月２６日  表彰式への参加：住宅支援機構 本店１F「すまい・るホール」 

出席者 ：江井支部長 

＜その他活動＞ 

・応急仮設住宅建設協定締結活動並びに県都の連絡・調整 

・静岡県住宅振興協議会役員会への参加 

 ４月２６日、６月１３日、７月２２日、１０月７日、１２月１０日 

・静岡県住宅振興協議会理事会への参加 

 ７月２日、１０月１日、２月２０日 
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・静岡県耐震化協議会理事会への参加 

７月１１日、１０月１５日、１２月２０日 

・静岡県応急仮設協議会役員会への参加  

６月１０日、１１月１２日 

・２月２４日 静岡県教職員生協幹事会へ参加 

・３月１４日 静岡県振興協議会運営員会へ参加 

・３月３１日 書面による支部総会を開催 

  議 題 ：和６年度事業報告、収支報告、支部役員の選任、令和７年度事業計画、収支

予算 

 

（６）中部支部  

〇定時支部総会 令和７年３月１３日（木） 於：名鉄グランドホテル 

   （審議事項） ：令和６年度事業報告、収支報告、支部役員の選任、令和７年度事業計画、

収支予算  

    講演会  ：演題：施主様の心に残る一枚を！住宅業界のための感動写真術 

講 師  ：（一社）フォトコミュニケーション協会 代表理事 渕上 真由氏 

参加者 ７３名 

○幹事会     

・第１回幹事会 ４月１９日（金） 於：名鉄グランドホテル 

議 案   ：役員の変更、令和６年度収支報告、事業計画  

・第２回幹事会 １０月１８日（金） 於：名鉄グランドホテル 

議 案  ：和６年度上期（2024 年 4月 1日～9月 30日）事業報告並びに収支決算報

告、下期（2024 年 10 月～2025 年 3月 31 日）事業計画並びに収支予算、そ

の他行事予定について（賀詞交換会、総会等）、その他 

・第３回幹事会 令和７年１月２７日（月） 於：名鉄グランドホテル 

議 案   ：幹事異動の件、令和７年２月実施の第２回商品・技術勉強会、令和７年度

の幹事会・賀詞交歓会・総会の日程候補日の件 

・第４回幹事会 令和７年３月７日（金） 於：名鉄グランドホテル 

議 案  ：令和６年度事業報告並びに収支決算報告、令和７年度事業計画並びに収支

予算、総会に関する件 

・第５回幹事会 令和７年３月１３日（木） 於：名鉄グランドホテル 

議 案  ：令和７年度 行事予定について 

 

○運営委員会   

・第１回運営委員会 ４月１２日   於：マザックビル会議室 

議 題 ：歴史的建造物研修見学会について、木肌会について、今年度の行事予定、

他団体との交流会について 

・第２回運営委員会 ７月５日    於：マザックビル会議室 

議 題 ：第 1回 商品・技術勉強会、木肌会について、視察研修旅行について 

・第３回運営委員会 １０月１１日  於：マザックビル会議室 

議 題 ：令和６年度行事進捗状況、賀詞交歓会、来年度行事 

・第４回運営委員会 １２月６日   於：マザックビル会議室 

議 題 ：賀詞交歓会 役割分担、進行について、令和７年度行事について 
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・第５回運営委員会 ２月１４日   於：マザックビル会議室 

議 題 ：総会について、来年度行事について 

＜歴史的木造建築物研修見学会＞６月２０日行先：岐阜県郡上市 （参加者:１９名） 

【研修内容】 郡上八幡の街並み見学、良川鉄道列車の内装見学 

＜第 1回 商品・技術勉強会＞９月１９日行先：愛知県常滑市奥栄町１－１３０ 

参加者:１９名 

【研修内容】 株式会社ＬＩＸＩＬ ＩＮＡＸライブミュージアム 見学 

＜視察研修旅行＞ １０月３日～５日行先 ：北海道 （参加者:１３名） 

【研修内容】 小樽市内の建造物、小樽貴賓館、札幌時計台、苫小牧バイオマス発電所エ

スコンフィールド 見学 

＜第２回 商品・技術勉強会＞ ２月１３日行先：愛知県知多郡阿久比町大字矢高字西の台

１－１ （参加者:１８名） 

【研修内容】 株式会社鶴弥 阿久比工場 見学 

＜その他の活動＞ 

・５月１５日  愛知県建築物地震対策推進協議会総会：昭和ビル９階ホール 

・５月１７日  愛知ゆとりある住まい推進協議会役員会：名古屋ガーデンパレス 

・５月３０日  事務局長会議参加 於：明治記念館「鶴亀の間」 

・８月２２日  本部との意見交換会：名古屋三交ビル７階 

・９月２日   中部温故会 懇親会：名鉄グランドホテル 

＜第２７回「木のあるくらし」作文コンクール＞ 

※９月２６日～１０月２日 中部ブロック賞の選定

審査候補作品： ＜低学年の部＞審査作品１１作品中 １作品選出

＜高学年の部＞審査作品１０作品中 １作品選出 

・１０月２６日 会長・支部長懇談会：アルカディア市ヶ谷（私学会館）

・１０月２６日 表彰式への参加：住宅支援機構 本店１Ｆ「すまい・るホール」

出席者 ：中村支部長 

（７）近畿支部 

〇定時支部総会 令和７年３月１３日 於：ホテル日航大阪 

（審議事項）令和６年度事業報告、収支報告書、支部役員の選任 

（報告事項）令和７年度事業計画、収支予算 

講演会 ：講師：大畑大介氏 （元ラグビー日本代表）

○５月３０日 事務局長会議参加（事務局長）於：明治記念館「鶴亀の間」 

○第１回近畿支部春季幹事・運営委員合同委員会 ６月１９日（参加者２１名）

「由布市ツーリストインフォメーションセンター」「由布院駅舎」「大分県立美術館」 

等研修見学 

議 題 ：令和６年度事業計画予定、その他 

○第２回運営委員会合同 ７月１８日（参加者 ４５名）

議 題 ：令和６年度新幹事・新運営委員ご挨拶、新事務局長ご挨拶、 

令和６年度事業計画案、五所前事務局長、事務局田中退任のご挨拶、その他 

○第３回秋季幹事・運営委員合同委員 １０月２３日（参加者 １８名）

「養浩館庭園」「オーベルジュほまち三國湊」「三国湊伝統的町並」等研修見学 

議 題 ：新運営委員ご挨拶、令和６年度近畿支部スケジュール、第２７回作文コンク

ールについて、その他 
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○第４回（運営委員会合同）１２月１２日（参加者 ４３名）

議 題 ：令和６年度事業活動報告及び今後の予定、本部木下部長より応急仮設につい

て、その他 

＜商品技術勉強会＞ 

・５月２４日  行先：和歌山県御坊市  （参加者：１７名） 

【研修内容】①『御坊・伝統的町並み』＜「紀州ごぼう語り部」山本様の説明案内＞ 

②「上富田町立岩田公民館」 

＜伝統的建築物の研修見学会＞ 

・９月１３日  行先：滋賀県大津市  （参加者：２５名） 

【研修内容】①「滋賀県林業会館」 

②「おもてんや」 

③「甲賀市ひと・まち街道交流館」 

④「水口宿・三筋町」 

⑤「美富久酒造」 

＜その他活動＞ 

・大阪府の依頼により木造住宅等の「耐震診断・改修相談窓口」

（一財）大阪建築防災センターへ相談員を派遣（第２月曜日） 

担当月・・・令和６年／４月・８月・１１月、令和７年／１月・３月 

・公益財団法人 大阪府都市整備推進センターに参画

＜「木造住宅の日」勉強会＞ 

・１１月１５日  行先：三重県亀山市 （参加者：１９名） 

【研修内容】①「加藤家長屋門・土蔵・主屋」 

②「旧舘家
た ち け

住宅」 

③「ごかつら池ふるさと村」 

＜第２７回「木のあるくらし」作文コンクール＞ 

・９月２７日  近畿ブロック賞の選定 於：南海不動産㈱ 会議室 

出 席 者 ： 髙田支部長、 業務広報委員（５名） 

審査候補作品：＜低学年の部＞審査作品１３作品中 １作品選出 

 ＜高学年の部＞審査作品１５作品中 １作品選出 

・１０月２６日 会長・支部長懇談会：アルカディア市ヶ谷（私学会館） 

・１０月２６日 表彰式への参加：住宅支援機構 本店１Ｆ「すまい・るホール」 

出席者 ：髙田支部長 

（８）中国支部 

・５月２３日  広島県令和６年度建設型応急住宅担当者会議参加 

・５月３０日  事務局長会議参加（事務局長）於：明治記念館「鶴亀の間」 

＜第２７回「木のあるくらし」作文コンクール 中国ブロック賞の選定＞ 

審査候補作品：＜低学年の部＞審査作品１０作品中 １作品選出 

＜高学年の部＞審査作品１２作品中 １作品選出 

・１０月２６日 会長・支部長懇談会：アルカディア市ヶ谷（私学会館）

・１０月２６日 表彰式への参加：住宅支援機構 本店１Ｆ「すまい・るホール」

出席者 ：西事務局長 

・３月３１日 書面による支部総会を開催 

議  題 ：令和６年度事業報告・収支報告、役員の選任、令和７年度事業計画・収支予算 
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（９）四国支部 

・５月３０日  事務局長会議参加（事務局長）於：明治記念館「鶴亀の間」 

・５月３０日  本部総会・懇親会参加（支部長、事務局長） 

・９月１４日  会員宛メール配信（建設工事等に伴う当社通信ケーブルへの建設用防護管

取付に係る費用負担および申込方法についての情報共有） 

＜第２７回「木のあるくらし」作文コンクール 四国ブロック賞の選定＞ 

審査候補作品：＜低学年の部＞審査作品１２作品中 １作品選出 

＜高学年の部＞審査作品１１作品中 １作品選出 

・１０月２６日 会長・支部長懇談会：アルカディア市ヶ谷（私学会館）

・１０月２６日 表彰式への参加：住宅支援機構 本店１Ｆ「すまい・るホール」

出席者 ：小川支部長 

・３月 ７日 書面による幹事会 

・３月１７日 書面による支部総会を開催 

議  題 ：令和６年度事業報告・収支報告、役員の選任、令和７年度事業計画・収支

予算 

（１０）九州支部 

○５月３０日 事務局長会議参加（事務局長）於：明治記念館「鶴亀の間」 

○１１月２７日・２８日 いきいき森の探検隊・歴史的建造物 研修見学会の実施

※愛媛県「臥龍山荘」 / 高知県「隈研吾の建築を巡る」

○１２月１３日   幹事会／運営委員会 開催 

議 題  ：令和７年度事業計画、収支予算、令和６年度下期事業活動報告、木造応急

仮設住宅取組み状況報告、研修視察旅行の報告 

○３月１０日    幹事会／運営委員会 開催 

議 題  ：令和６年度事業報告、収支報告、令和７年度事業計画、予算概要（案） 

○定時支部総会 令和７年３月１０日  於：八仙閣 本店 

（審議事項）令和６年度事業報告、収支決算、令和７年度事業計画、収支予算 

＜木造応急仮設住宅の取組み＞ 

・ ７月 ４日  大分県と木造応急仮設住宅の建設に関する協定締結 

・７月１９日  福岡県総務部防災危機管理局主催による「沖縄県国民保護訓練」に係る避

難住民受け入れに関する WEB 会議（後述の「福岡県住民避難受入関係機関

会議」）参加 

・７月３１日    第１回 福岡県住民避難受入関係機関会議 参加 

・１０月２２日  第２回 福岡県住民避難受入関係機関会議 参加 

・１２月２３日  第３回 福岡県住民避難受入関係機関会議 参加 

＜第２７回「木のあるくらし」作文コンクール＞ 

・６月     作文コンクール募集活動 

・１０月１日  九州・沖縄ブロック賞の選定 

審査候補作品：＜低学年の部＞審査作品２４作品中 １作品選出 

＜高学年の部＞審査作品２２作品中 １作品選出 

・１０月２６日  会長・支部長懇談会：アルカディア市ヶ谷（私学会館） 

・１０月２６日  表彰式への参加：住宅支援機構 本店１Ｆ「すまい・るホール」 

出席者 ：脇山支部長 
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